







































A Study of Networking in Case of Disasters
－Through Community and Multi-Generation Exchange Class－
清宮　宏臣１　　布施　千草２　　根本　曜子３
　災害時のネットワークについて、機関や団体など組織間のネットワーク、情報の伝達にかかわる道具や仕
組みのネットワーク、近隣の人と人とのつながりのネットワークなどがあることを整理した。そして、震災
に関する文献やソーシャル・キャピタルの概念から、災害時に機能するネットワークは、地域の中で日常的
に顔が見えるなじみの関係としての人と人のつながりであることを確認した。また、今日まで取り組んでき
た交流授業について「災害」や「人と人とのつながり」の観点からの捉えなおしと、災害をテーマとした交
流授業のアンケートをまとめた。交流授業は災害時に機能するような人と人のつながりとはいえないが、交
流テーマを災害にしたことによって、災害意識の醸成がはかられ、地域の人とのつながりが必要という回答
を得ることができた。災害を想定した場合の人と人とのつながりに向けては、学生個々人が暮らす地域での
活動が必要であると思われる。
キーワード：災害、ネットワーク、人とのつながり、地域交流、多世代交流
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網状組織、放送網、ネットワーク」と記されている
が、この言葉の意味を説明するのは容易ではないと
思われる。ネットワークという言葉は、用いる人、
状況や文脈によって、その意味が少しずつ異なり、
汎用性の高い言葉であるように思われる。
たとえば、ネットワークという言葉が、コン
ピューター分野で用いられる場合と地域ネットワー
クやボランティアネットワークなどといった社会的
な文脈で用いられる場合とでは、ネットワークの対
象や広がりなど次元の違いがあるように思われる。
ネットワークは、辞書的な意味にとどまらない多様
性のある言葉であり、ネットワークという言葉に内
包されている意味を理解するのは難しいことと思わ
れる。
そこで本稿では、ネットワークを社会的ネット
ワーク論にならって、関係者間の結びつきをあらわ
す「つながり（ties）」（註１）という意味で使用し
たい。
2. 2． 災害時のネットワーク、災害への備えとして
のネットワークとは
ここではネットワークを「つながり」という意味
で捉え進めていくが、では災害時や災害への備えと
して、昨今いわれているネットワーク＝「つながり」
には、一体どのようなものがあるのだろうか。そし
て、災害時になぜ、ネットワーク＝「つながり」が
必要とされるのであろうか。
どのような種類のネットワークがあるのかという
と、ひとつには、ボランティアネットワークという
言葉に代表されるような、ある団体や機関など組織
単位としての「つながり」がある。既存の公的機関
（役所、消防署、警察など）をはじめ、非公的機関
や団体（自治会、NPO法人やボランティア団体な
ど）が災害という有事の時に組織的に協力、連携を
はかるためのネットワークのことである。
またひとつに、情報という種類のネットワークが
ある。たとえば、携帯電話や無線などインフラの整
備により、より最新の情報、より正しい情報が得ら
れるようなツール、メディアとしてのネットワーク
のことである。情報の取得、伝達、共有、所在の確
認が災害という有事の時にでもできる、あるいは有
事の時だからこそできるより強固なインフラによっ
て、情報の「つながり」を目指すものである。
もうひとつは、人と人との「つながり」である。
上記の団体組織の「つながり」、情報の「つながり」
をも含めた、あるいはそれらとは別の、人と人との
「つながり」のようなものである。この人と人との
「つながり」においては、「つながり」のあり方、「つ
ながり」の質のようなものがあり、このあり方・質
が、災害という有事の時には、大変重要のようである。
このことについて、吉原ら（2008）による以下の内
容が興味深いと思われる。
（前略）1995年の阪神・淡路段震災以降、防
災とのかかわりで町内会が注目されるように
なってきた。たとえば神戸市真野地区では、住
民による高齢者の救出や火災の延焼の食い止め
に成功するとともに、震災のすぐ後から地元自
治会が中心になって避難所での炊き出しや救援
物資の運搬が始まった。（中略）
だが、活発な自治会活動の蓄積があった真野
地区のような事例は例外的で、地震直後の救
出・救助においても、避難所の運営などにおい
ても自治会主導の秩序形成は難しかった。多く
の避難者が押し寄せた避難所は「早い者勝ち」
に近い状況になり、高齢者や障害を持つ人など
が厳しい環境に置かれた。震災後に市内の全自
治会・町内会を対象におこなわれた調査による
と、「避難所の運営」にあたった組織は全体の
15.5％に過ぎない。また、住民アンケートの結
果では、自治会が防災・救急、災害復旧の過程
で役に立ったかという問いに対して、「震災時
に十分機能した」という回答は31.4％にとどま
り、「十分機能しなかった」がその倍の61.5％
にのぼる（吉原ら2008：59-60）。
　　
（中越）地震後の生活全体について、手助け
してくれた人を選択肢から３番目まで選んで
もらい、（中略）１番目にあげられたものとし
ては、家族が飛び抜けて多く７割を超え、つ
いで親戚、隣近所の順である。２番目は親戚、
隣近所、友人・知人の順で、３番目は隣近所
と友人・知人が同数、ついで親戚だった。（中
略）すでにあったなじみの人間関係が上位を占
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め、仕事関係や役所、自衛隊、ボランティアな
どの機能的なあるいは新たな関係をあげる人は
非常に少ないという結果になっている（吉原ら
2008：61）。
上記に引用したように、災害時に顕著となるある
いは機能する人と人の「つながり」とは、自治会・
町内会のような組織によらない、個人と個人との
「つながり」であり、情報という物を伝えるような
道具や仕組みではない、なじみの人間関係にかかわ
る「つながり」である。人と人との「つながり」が
日常的にどの程度のものであったかが、災害時にお
いて、非常に重要となる。
2. 3． ソーシャル・キャピタル（社会関係資本）に
おけるネットワーク
ここでは、ソーシャル・キャピタルについて触れ
てみたい。というのも、ソーシャル・キャピタルの
構成要素のひとつにネットワークがあるからであ
る。そして、ソーシャル・キャピタルの視点から、
災害や災害への備え、ネットワークについて考えて
みたい。
ソーシャル・キャピタルという言葉は、国際協
力・開発援助など開発援助プロジェクトの場面な
ど、社会学、政治学、経済学などにおいて用いられ
ているようである。JICA研究所の研究会報告書に
は、以下のようにソーシャル・キャピタルについて
記されている。
ソーシャル・キャピタルが指し示そうとし
ているモノは、例えば「人々の間の信頼関係」
「人々の間に共有されている規範」「人々の間を
取り結ぶネットワーク」など、「特定の社会に
内在して、人々の間の社会関係を規定するも
の」である。（中略）「信頼」「規範」「ネットワー
ク」などが開発プロセスにおいて、重要な役割
を果たすであろうことは、多くの人々にとって
は直感的に理解されていたに違いない。にもか
かわらずそれらは「目に見えないモノ」「説明
できないモノ」としてプロジェクトのスコープ
からこぼれ落ちていた場合が多い。（中略）開
発援助プロジェクトの計画・実施・評価の過程
で従来見過ごされがちであった社会的要素を、
明示的に説明できるようになる可能性を持って
いる（JICA研究所　研究会報告書　総論編）。
このように、ソーシャル・キャピタルは、人間
の社会関係を規定するものとして、「信頼」「規範」
「ネットワーク」があることを示してくれる。そし
て、ソーシャル・キャピタルの定義は、「人々の協
調行動を活発にすることによって社会の効率性を高
めることのできる、『信頼』『規範』『ネットワーク』
といった社会組織の特徴」というパットナムの考え
が広く理解されている。
　
（前略）以上の３つのソーシャル・キャピタ
ルの構成要素の関係について、パットナムは、
互酬性規範と市民の積極的参加のネットワーク
から社会的信頼が生じる可能性を指摘し、更
に、いずれかが増えるとほかのものも増えると
いったように相互強化的であると主張している
（ソーシャル・キャピタルという新しい概念　
webから取得。以下、S・キャピタル概念と記
す）。
ソーシャル・キャピタルは、人と人との間にある
「信頼」「規範」「ネットワーク」を構成要素とし、
人と人とのつながりの重要性を示し、人間関係の豊
かさを推し量る言葉としての意味もあるように思わ
れる。
そして、本稿の災害とネットワーク＝「つながり」
ということから考えてみると、S・キャピタル概念
によれば「ネットワークには職場内の上司や部下の
関係などの垂直的なネットワークと合唱団や協同組
合などの水平的ネットワークがある。（中略）『直接
顔を合わせるネットワーク』が核であるとされてい
る」（S・キャピタル概念）というように、水平的
ネットワークが災害との関連では必要な視点である
ように思われる。
３．地域との交流、多世代との交流の実際
3. 1．短大周辺の地域との交流
本学地域介護福祉専攻においては、このたびの災
害に対する意識向上の取り組みとは関係なく、以前
― 84 ―
から本学近隣の地域の方との交流を実施してきた経
緯がある。社会福祉協議会のある地区部会の理解・
協力のもと、ふれあいいきいきサロンに学生が参加
するというものである。
参加の形について簡単に説明すると、授業の一環
として１年次生約40名（平成20年度以前は80名）の
学生が、月１回ずつ６名～８名程度の学生が順番に
サロンの場に参加するというものである。介護福祉
士養成において、地域で暮らす高齢者を支える活動
を理解することや地域に根ざした活動への理解などを
目的に、ここ数年継続して実施してきた活動である。
さて、活動の参加本来の目的は前述したとおりで
あるが、この目的とは別に、このたびの災害をテー
マにした人と人との「つながり」の観点から、この
活動・交流を考えてみたい。もし、本学近隣地域が
自然災害に襲われた場合に、この活動・交流が人と
人との「つながり」としてはたして機能するのであ
ろうか。
短大と社会福祉協議会地区部会との関係性の点
から見ると、これまで数年来のお付き合いがあり、
まったく「顔を知らない」関係ではないので、災
害の際に何らのかの協力体制が整う可能性はある。
ソーシャル・キャピタルのネットワークに照らして
も、上下の垂直的関係でなく、水平的な関係であり、
災害時に機能する可能性のある「つながり」のよう
に思われる。
しかしながら、これはあくまで組織・団体として
の「つながり」であり、個人対個人の「つながり」
とはいえない。学生とふれあいサロンの利用者は交
流をしているとはいえ、たった一度きりの顔見知り
の関係であり、学生が皆その地域に根ざして生活し
ているわけではなく、なじみの人間関係にはほど遠
いのが現状である。
したがって、現時点で災害のときに機能する人と
人との「つながり」であるかといえば、残念ながら
そうではない。ただし、同一地域に存在する組織・
団体として、この交流が「つながり」を生み出し、
人的・物的資源などの協力・連携がとれる可能性は
秘めていると思われる。
3. 2． 多世代交流（ことぶき大学校生との交流）の
実際；災害をテーマにしたグループ討議
ことぶき大学校生と本学地域介護福祉専攻との交
流は、これまでも年１～２回実施してきており、世
代の違う方との交流を通じて、さまざまな価値観、
考え方を学ぶことが目的であった（註２）。今年度
（平成21年度）においては、災害へのイメージづく
り、意識向上を意図して、災害をテーマとしたグ
ループ討議を実施した。その取り組みの概要を紹介
し、交流後に実施したアンケートの結果とその考察
をまとめる。
１）交流の内容
（1）実施日ほか　
○交流日； 平成21年６月10日（水）９：45～11：45
○場所；千葉市ことぶき大学校
○参加者；
 　本学学生34名（地域介護福祉専攻２年次28名、
専攻科６名）
　ことぶき大学校生46名　　計80名
（2）交流目的、方法、内容
○目的； 災害エスノグラフィーをつかって、「災
害対策意識」向上をはかる。
　　　　 多世代での話し合いから多世代交流をは
かる。
○方法；グループ討議
○内容；
　① グループ（９グループ）に分かれて、司会、
記録、発表者を決める。
　② 各班に配布された「災害エスノグラフィー」
（註３）を代表者が読み上げる。
　③ ②の作業中に「始めて知った事実・印象的
だったこと」「共有すべき知恵」の部分にマー
カーを施す。
　④ 各自、施したマーカー部分をポストイットに
書き出す。
　⑤模造紙にポストイットを貼る。
　⑥ 模造紙に貼られたポストイットを参考にしな
がら、グループで話し合い、グループとして
他のグループへ伝承したいことをまとめる。
　⑦ 模造紙に「概要」「他のグループに伝承した
― 85 ―
植草学園短期大学研究紀要　第11号　81 ～ 87頁（2010）
いこと」「多世代交流の意義」などをまとめ
て書く。
　⑧その他
２）アンケートの結果と考察
（1 ）「災害」というと何をイメージするか（２つま
で可）
本学学生（以下、学生）とことぶき大学校生（以
下、こと大生）ともに、「地震」が多かった。学生
は次いで「火災」「水害・台風」の順、こと大生は
「水害・台風」「火災」の順に多かった。
（2）災害に備えていることについて（複数可）
学生とこと大生ともに、「飲料水・食料品」が多
かった。学生は次いで「救急箱」「ラジオ」「避難先
の家族間の話合い」。こと大生は「ラジオ」「救急箱」
「家具転倒防止」「消化器」。
学生とこと大生との違いに「家具転倒防止」「消
化器」がみられ、こと大生は世帯主として自分の家
として、物に対する対策や財産を守るという考えが
働いているのかもしれない。
（3 ）今回、学習をして、災害の備えをする必要性を
感じたか
学生とこと大生ともに「感じた」「少し感じた」
と回答している。
（4 ）災害に備えて、あなたが住民として出来るこ
と・したいことについて（複数可）
学生は「家族間での役割分担、連絡先の確認」「避
難場所、経路の確認」「火事をおこさないようにす
る」の順に多く、こと大生は「日常から、隣近所と
コミュニケーションをはかる」「火事をおこさない
ようにする」「防災訓練、防災教育の実施と参加」
「各家庭での食料の確保」の順に多かった。
上位に上がっている項目をみると、学生とこと大
生とではやや意識の違いがうかがえる。学生は、自
分や家族といった身近な関係の中で収まる備えを考
えているが、こと大生は「隣近所とのコミュニケー
ション」「防災訓練」など家族だけにとどまらない
広い関係性の視点をもって備えを考えているように
思われる。
（5 ）今回の学習を通して「地域の人たちのつながり」
をどう考えたか
学生、こと大生ともに「必要」「少し必要」との
回答であった。
（6 ）災害時に、住民として地域のために出来るこ
と・したいことについて（３つ以内）
学生は「高齢者、障害者、幼児への手助け」「災
害時は自分のことで精一杯になると思うが、できる
ことは精一杯行う」「家庭内でできることを精一杯
行う」の順で、こと大生は「隣近所の手助け」「高
齢者、障害者、幼児への手助け」「災害時は自分の
ことで精一杯になると思うが、できることは精一杯
行う」の順に多かった。
学生において「高齢者、障害者、幼児への手助け」
が一番多かったのは、日頃から介護福祉士を目指し
て勉強していることが影響しているのかもしれな
い。次いで２番目、３番目に多かった項目をみると
地域という外向きの志向というよりも、自分や家庭
内といった内向きに志向しているように思われる。
こと大生は、学生と比較すると地域への外向きの視
点がうかがえる。
（7）今回の多世代交流プログラムの感想
災害というテーマに対する感想も散見されたが、
「自分の価値観で考えがちなことを友人や世代の違
うことぶき大学校の方と話すことができて、いろい
ろな考えを知れてよかった」（学生）、「若い学生さ
んたちの活発な意見を聞き、これからの老後が明る
くなったように思いました」（こと大生）など、交
流の良さや多世代交流の意義に対する感想が多かっ
た。
アンケートの結果をみる限りにおいて、交流の目
的のひとつ「『災害対策意識』向上をはかる」こと
はある程度出来ているのではないかと思われる。
災害エスノグラフィーを通じて災害へのイメージ
づくりができ、さらにそれを話し合い、そしてアン
ケートの実施によって、災害に必要な対策のイメー
ジができあがったように思われる。特に、アンケー
トの質問項目（5）の「地域の人たちのつながり」
について、ほとんどの学生が必要と答えてくれてお
り、災害という場面において「地域の人たちのつな
がり」の意識が備わっていることが確認でき、意識
向上に役立つ取り組みと思われる。
翻って、この交流を「つながり」の観点から、災
害時に機能する「つながり」となりうるかを考えて
みたい。短大もことぶき大学校も同じ市内にあり、
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災害時に組織・団体としての協力、連携の可能性は
十分にありうる。
しかしながら、前述した地域交流「ふれあいいき
いきサロン」と同様に、学生とこと大生は一度顔を
合わせたのみの間柄であり、個々人が地域に根ざし
たなじみの人間関係とはいえないのが現状である。
このような状態は個人間の人と人との「つながり」
とはいえず、災害時に機能する「つながり」とはい
えない。
４．災害時に機能する「つながり」
吉原らによれば「2007年の中越沖地震では、（中
略）倒壊した家屋の下敷きになった人も何人かいた
が、そこには近所の人が真っ先に駆けつけ、声をか
けて助け出した。あるいは到着した消防隊に居場所
を教え、協力しながら救出していった。（中略）派
遣されてきた市の職員には、市役所との連絡などで
助けられた面は多かったが、当然のことながら地域
のことをもっともよく知っているのはコミュニティ
の人々である」（吉原ら2008：76）
このように災害直後においては、消防や警察でさ
えもすぐには駆けつけることが出来ないのが現状で
あり、そのさいの実質的な救援救護活動はその地域
に住む、隣近所の事情を知る人たちなのである。
また、避難所生活においても「十分な準備もない
ところに予想もつかないような災害が襲ってきたに
もかかわらず、実務的に力量のあるリーダーが登場
し、自然発生的で自発的な協力体制ができあがって
いった。その基盤となったのは、やはり『顔の見
える』関係の蓄積だったといえる」（吉原ら2008：
64）、「ほとんどの住民が隣どうしのグループをつく
り、近所の空き地などで助け合い、励まし合いなが
ら余震の続く日々を過ごした。（中略）このような
行動がとられた基盤としては、班の関係を含む日頃
の近所づきあいがあった」（吉原ら2008：65）、「も
ともと町内会活動が活発な地域で、地震後の助け合
いも活発になるという関係がはっきりと現れてい
る。『関係は急につくれない』ということだろう」
（吉原ら2008：63）と述べられており、地域におけ
る日頃からの顔の見えるつきあいが、災害という有
事の時に機能する「つながり」であることが分かる。
地震時に比較的うまく機能したコミュニティ・町
内会においては「第１に、町内会や班といった『小
さな単位』を重視し、それとコミュニティレベルと
の連携をはかっていた点である。第２に、地震以前
からの（必ずしも防災を目的としない）日常的な地
域活動が盛んで結びつきが強いという点が共通して
いた。第３に、防災のための組織づくりにおいても、
たんにフォーマットにあわせるのではなく、それぞ
れの地域に応じた工夫を凝らしていた。（後略）」（吉
原ら2008：84）というように、大きな集団のまとま
り方ではなく、お互いに顔が見える程度のなじみの
関係としての小さな集団としての「つながり」、地
域の事情や実情にあわせて防災対策をしているよう
な「つながり」が災害時に機能しているようである。
５．まとめ
今回は、災害をテーマに、災害あるいは災害対策
におけるネットワークについて、「つながり」の観
点から、本学地域介護福祉専攻における地域交流、
多世代交流を考えてみる作業を行った。同時に学生
の災害に対する意識向上の取り組みも行った。
災害時におけるネットワークの重要性は、これま
での多くの災害から学ぶべきことのひとつである。
学生は、今回の災害対策意識向上の取り組みにおい
て、災害エスノグラフィーから災害を追体験し理解
を深めた。その後のアンケートの結果では「地域の
人たちとのつながり」が必要であると回答してお
り、学生がこのような意識がもてたことは大変意味
のあることである。
しかし、その「地域の人たちとのつながり」の必
要性について、単に理解するだけでなく、その「つ
ながり」とは具体的にどのようなものであるのか、
どうすればその「つながり」となるのかを理解し、
その「つながり」に向けた実践をする必要がある。
災害時のネットワーク＝「つながり」においては、
情報伝達のインフラとしてのネットワークや組織団
体の連携体制としてのネットワーク、そして個々の
人と人とのつながりのネットワークがある。人と人
とのつながりとは、「地域の中で日頃から付き合い
のあるなじみの関係」であり、この「つながり」は
日々の積み重ねによるところが大きく、一朝一夕に
できるようなものではないことを確認した。
そして、災害におけるネットワーク＝「つながり」
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という関心事に基づいて、今日まで実施されている
地域交流、多世代交流を「つながり」の視点から捉
え直すことを試みた。その結果、万が一の災害の際
に、短大が組織団体として協力・連携をとる可能性
のある「つながり」として捉えることはできると思
われる。しかし、この交流が実際の災害時に機能で
きるような人と人との「つながり」であるかという
点からみると、常日頃から顔が見えるつきあいの関
係とはいえないため、このような「つながり」とは
いえないことが分かった。
今日まで授業の一環としておこなってきた交流授
業、特にことぶき大学校生という世代の違う方との
多世代交流において、本学学生は物事をみる視点や
考え方、価値観の違いなどを学ぶことができた。そ
して今回は災害をテーマとしたことで、災害対策の
意識の醸成を図ることもできた。本学学生だけでな
く、ことぶき大学校生も含めて相互に災害に対する
意識の醸成ができたと思われる。
この授業の取組みによって災害に対する意識の醸
成が図られたわけだが、今後は災害への意識の醸成
だけでない取組みが必要と思われる。災害において
必要とされる「地域の人とのつながり」ができるよ
うな取組みである。
災害の際に必要とされる「地域の人とのつなが
り」、すなわち地域の中で日常的に顔の見えるなじ
みの関係としてのつながりであると考えると、これ
までの本学近隣における地域交流では限界があると
思われる。災害時の「地域の人とのつながり」は、
学生個々人が暮らす地域で日常的につながってこ
そ、災害時に有効的に機能するからである。
今後は、災害を想定した場合の「地域の人とのつ
ながり」に向けて、学生それぞれが住まう町、暮ら
す地域で、どのように活動することができるのかを
考えることが必要である。本学の介護福祉士養成に
おいて、学生が自分の住む町や地域に関心を持って
活動することを推し進めるような取組みを考えてい
きたい。
註
（註１） 社会的ネットワーク論では「ノード（nodes）」と
「つながり（ties）」という観点をもち、ネットワー
クにかかわりを持つ個々人をノード、関係者間の
結びつきをあらわすものをつながりという。
（註２） 詳細は、拙著「介護福祉養成における多世代交流
の意義について」（2007）『植草学園短期大学紀要
第８号』を参照。
（註３） 災害エスノグラフィーとは、「災害現場に居合わ
せた人たち自身の言葉を聞き、その人たちにとっ
てその災害がどう映ったのかということを系統的
に整理し、災害文化を再構築する。災害に直面し
たすべての人は、一人ひとりが異なった体験を
持っている。その個人の体験をもとにして、将来
に向かって何が残すべき教訓なのか、他の災害に
も普遍化できる知恵や事実は何があるかを明らか
にしていく」（重川希志依2005）。
　　　 今回の交流での災害エスのグラフィーは1995年の
阪神淡路大震災における５事例（近畿弁護士連合
会編1996；60-65）を用意して、１つの事例を２
つのグループが話し合う形とした。
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